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第４章 計画実現のために共有すべき大田区の課題（共通課題） 

前章の「８年後の大田区」の実現に向けた取組を進めるためには、多くの課題がありま

す。その中でも特に、令和 22 年（2040 年）以降に想定される人口減少社会を見据え、地

域の活力を維持し、発展していくために区が意識すべき課題を、基本計画において「共通

課題」と定義します。 

共通課題は、分野横断的かつ中長期的な視点から取り組む必要性が高く、地域社会全体

にも共通するものです。 

また、計画実現のために、区だけでなく、大田区に関わるすべての人々の間で共有すべ

きものでもあります。 

 共通課題に関連する取組は、実施計画で示します。現時点から必要な対策を講じること

で、基本計画を着実に推進していきます。 

 

⚫ 共通課題１ 少子化 

⚫ 共通課題２ つながりの希薄化 

⚫ 共通課題３ 担い手不足 

 

１ 少子化 

平成 27 年、大田区の合計特殊出生率は 1.21、出生数は 5,897 人でしたが、これをピ

ークに減少傾向にあり、令和５年には、0.96、4,548 人にまで減少しています。また、区

の年少人口（０～14歳人口）は、3,000 人を超える転出超過が４年以上続いています。 

区の人口推計では、令和 14 年（2032 年）の年少人口は 69,882 人と、令和５年の

76,917 人から約 7,000 人減少する見込みです。 

この状況を踏まえ、区は、こども・子育て施策や教育施策にとどまることなく、区の

総力を挙げて、国が示す「こどもまんなか社会」の考え方を踏まえた取組や、住まい方

を含む、子育て世帯の定住促進につながる子育て環境の充実などを一層推進することが

求められています。 
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２ つながりの希薄化 

都市部におけるつながりの希薄化は、これまでも危惧されてきましたが、新型コロナ

ウイルス感染症の流行による、他者との直接的なコミュニケーションの大幅な制限は、

孤独・孤立の問題を一層顕在化、深刻化させました。 

区においても、区民のおよそ４人に１人が、普段社会からの孤立を感じることがある

という調査結果が示されており、このほか、高齢単身世帯（ひとり暮らしの高齢者）も

今後ますます増加していくと見込まれています。 

他者とのつながりの重要性を強く認識し、人と人との交流が豊かな地域づくりや、居

心地のよい場所の充実が求められています。 

 

３ 担い手不足 

日本の生産年齢人口（15～64 歳人口）は、平成７年の約 8,700 万人をピークに減少し、

令和５年には約 7,400万人となりました。この傾向は今後も続くことが見込まれていま

す。また、女性や高齢者の労働参加が進んだことなどにより、いわゆる働き手の予備軍

も大きく減少しています。 

区においても、福祉分野における介護人材不足や、ものづくりや商業分野における後

継者不足等のほか、地域における自治会・町会や地域活動団体での担い手不足が課題と

なっています。 

新たな担い手の確保に加え、生産性の向上や、将来の地域を担う人材の育成に向けた

取組を進めることが求められています。 
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